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はじめに
中国においては, 本稿執筆時点の2010年末においても市場経済への移行が進行中である｡
中国において ｢改革と開放｣ が始まったのは1979年であるが, その後の経済成長は著しい｡
この経済の高成長は色々な角度から分析することができるが, その中心となるテーマは企
業制度であろう｡ 中国にはいかなる種類の企業があり, その数と規模はどのように推移し


















第一に, 中国の工業においては国有企業 (公有企業) の存在は小さくなっており, 私営
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2004年の経済センサス (2004) によると, 1980年の時点で工業企業の数は37万7,300で
あったが, 1990年には800万近くに急増している｡ ただし, 主業務からの年間売上げが500
万元以上の工業企業の数は, 2004年に133万であった｡




ということであろう｡ この ｢中国統計年鑑｣ には, 企業の数以外にも興味深いデータが示
されている｡ それを要約したものが表１である｡
この表１からはいくつかの特徴を読みとることができる｡ それを箇条書きにしてみよう｡
 国有企業 (株式制になる以前のもの) の数は9,105で全体の2.1％に過ぎないが, そ
の粗生産額 (付加価値額でなく, 投入物の価値を含む生産額) の４兆5,648億元は全
体の8.3％を占めており, 国有企業の規模は比較的大きいことがわかる｡ １企業当た
りの粗生産額は約５億元である｡
 内資企業の中でもっとも数が多いのは ｢私営企業｣ であり, その数25万6,031は全
体の58.9％となる｡ しかし, その粗生産額16兆2,026億元は全体の29.6％であり, １企
業当たりでは6,328万元となる｡
 香港, マカオ, 台湾の企業が中国本土に設立している企業も広い意味では外資系企
業であるが, その数３万4,365は全体の7.9％であり, 小さくない｡
 表１においては上記の３地域以外の国の企業が独資あるいは合弁で中国に設立して
いる企業を ｢外資企業｣ としている｡ このカテゴリーには, 正確には中国と外国との






占めるシェア (％) を示しておきたい｡ それが表２であるが, 2005年までは Perkins and
Rawski (2008) の作成した表をそのまま引用している｡ 2009年のデータのみは筆者が
｢中国統計年鑑｣ (2010年版) から計算した｡ この表２には５つの企業カテゴリーが区別さ
れているが, その意味を説明しておこう｡
 ｢国有企業｣ は表１の国有企業と基本的に同じものである｡ ただし, 2000年, 2005年,
2009年については, 有限責任公司の中に分類されている国有独資公司を含んでいる｡
 表１の内資企業の中の股合作企業, 有限責任公司 (国有独資を除く), 股有限
公司の３つは表２においては合計されており, ｢股企業および有限責任企業｣ と表
示されている｡

















合計 434,364 548,311 34,542 8,831
内資企業 358,988 395,625 24,435 6,380
国有企業 9,105 45,648 1,973 639
集体企業 10,285 9,587 638 199
股合作企業 5,011 3,608 242 66
連営企業 735 1,296 52 17
有限責任公司 65,926 121,078 7,684 1,872
股有限公司 9,275 50,209 4,033 570
私営企業 256,031 162,026 9,678 2,974
その他企業 2,620 2,173 135 44
港, 澳, 台資企業 34,365 52,221 3,448 1,143
外資企業 41,011 100,466 6,659 1,307
中外合弁企業 15,472 45,783 3,559 450
中外合作企業 1,322 2,073 171 35
外資 (独資) 企業 23,552 49,046 2,662 777





必ずしも純粋に民営とは言えない｡ しかし, 繰り返しになるが, 2000年以降については,
有限責任公司の中の国有独資公司を ｢国有企業｣ として分類したので, 表２の中の３番目
のカテゴリーはほぼ民営企業と見ることができよう｡ したがって, このカテゴリーに４番
目のカテゴリー, すなわち私営企業を加えて ｢民営企業｣ と定義すると, 2009年にそのシェ
アは57.5％まで高まっている｡ このシェアは2005年に48.1％であったから, ｢民営企業｣ の
生産シェアから見れば2005年ごろに, ｢工業生産の中で｣ という限定つきながら, 民営化
が道半ばに達したと言えよう｡ 民営企業のシェアの上昇は今後も続くであろう｡
ただし, 中国の工業においては外資系企業の生産がきわめて大きい｡ その存在は1995年





大きいものが多く, 複数の子会社をもつことも多い｡ また, 民営企業に出資をすることも
ある｡ 実質的に国有企業が支配する民営企業があっても, その民営企業の粗生産額は表２
においては国有企業の粗生産額とはされていない｡ Haggard and Huang (2008) は, 非
国有部門をすべて民営部門とすると民営部門を過大評価することになるので注意すべきだ
と述べているが, 同時に, 国有企業が ‶相当な" 出資を行っている集体企業や民営企業を
国有部門に分類すると国有部門を過大評価することになるとも述べている｡ 股有限公司
についてはその支配関係が把握しにくいということもあろう｡ このように国有 (あるいは








1980 80.8 18.5 n.a. 0.0 0.0
1985 73.1 25.5 n.a. 0.0 0.4
1990 54.6 35.6 n.a. 5.4 1.9
1995 38.5 37.1 4.1 3.4 15.9
2000 34.9 17.1 12.5 4.5 26.1
2005 15.1 4.4 25.7 22.4 30.2
2009 12.3 1.7 27.9 29.6 27.8
(出所) Perkins and Rawski (2008), 中国統計年鑑 (2010年版)
(注) 表１の中の ｢連営企業｣, ｢その他企業｣ を含まないので, 合計は
100％とならない｡ 外資系企業は表１の港, 澳, 台資企業と外資企
業の合計である｡
２. 企業の種類
表１の ｢内資企業｣ は, ｢その他企業｣ を除くと７つのカテゴリーに分けられている｡
それぞれの正確な定義は ｢中国統計年鑑｣ には述べられていないので, ここで定義を確認
しつつそれぞれの性格を明らかにしてみよう｡
７つのカテゴリーはすべて ｢企業｣ あるいは ｢公司｣ であるが, 前者が必ず法人格をも
つとは限らない｡ 中国には個人企業あるいは自営業者も存在している｡ これを ｢個人企業｣
と呼ぶと, 法人格をもつ企業との区別があいまいになってしまうという問題はあるが, 中
国では通常, 表１の中の ｢私営企業｣ とこの ｢個人企業｣ を合わせたものを ｢民営企業｣
と呼んでいる｡ ｢中国統計年鑑｣ は ｢私営企業｣ という表現を使っているので, 個人企業
は含んでいないと推測される｡
中国では, 事業を行おうとする法人または個人は, 国家工商総局の地方出先機関に登記
を行うことになっているので, 企業の数はかなり正確にわかる｡ ちなみに, 全国工商連研
究室 (2010) によると, 2008年において, すべての規模の私営企業の数は657万4,171であ
り, 個人企業の数は2,917万3,323である (全経済)｡ また, 私営企業の約３分の１が工業で
活動している｡ Haggard and Huang (2008) によると, 近年は小規模の私営企業と個人
企業の区別はあいまいになっているが, 慣習によって, 外部から雇い入れる従業員が８人
以下のものが個人企業とされ, ８人を超えるものが私営企業とされている｡
さて, 表１に戻るとして, 内資企業のそれぞれのカテゴリーについては, 以下のように
定義を明確にしておこう｡
 ｢国有企業｣ はここでは狭く定義されており, まだ株式制にも有限責任公司にもなっ
ていないものがこれである｡ ｢連営企業｣ の中には ｢国有連営企業｣ があり, また
｢有限責任公司｣ の中に ｢国有独資公司｣ がある｡ これらは広義の国有企業と定義す
べきものであろう｡ さらに ｢股有限公司｣ の中で国家が, あるいは国有企業が支配
的な株式を所有するものがあれば, それも広義の国有企業とすべきであろうし, ｢有
限責任公司｣ についても同じことが言えよう｡ しかし, 股有限公司については ｢中
国統計年鑑｣ はこれ以上の細かい分類を行っていない｡ 常識的には国有企業は広義で
定義すべきものであろう｡
データはすこし古いが, 財政省 (2009) によると, 狭義か広義かははっきりしない
が, 2007年において経済全体の国有企業の数は11万2,000もある｡ (大幅に減少してき
たにもかかわらず, まだ多い｡) 数のみから言えば, 規模の小さい国有企業が多いの




 ｢集体企業｣ もやはり狭く定義されており, まだ株式制にも有限責任公司にもなっ
ておらず, 地方政府によって所有されているものがこれである｡ 英文では collective-
owned enterprise となっている｡ このカテゴリーの中でよく知られているのは ｢郷
鎮企業｣ (township and village enterprise) であり, 町や村によって設立され所有
されているものである｡
 ｢股合作企業｣ は英文では cooperative enterprise であり, これにもっともふさ
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わしい日本語表現は ｢協同組合｣ であろう｡ 協同組合には個人の出資がある｡ ｢股｣
(グーフェン) は株式または出資を意味するので, その表現が入っていてもおかしく
はないが, 英文の方がわかりやすい｡ Haggard and Huang (2008) によると, この
タイプの企業は以前に郷鎮企業または小規模の国有企業だったものが多く, 従業員が
出資を行っている｡
 ｢連営企業｣ は英文では joint ownership enterprise である｡ これだけでは実態は
よくわからないが, これはさらに次の４つに分類されている｡
国有連営企業 (state joint ownership enterprise)
集体連営企業 (collective joint ownership enterprise)






 ｢有限責任公司｣ (limited liability corporation) はこのままで理解できる｡ これ
は株式制となっていない会社であるが, 持分の形での出資はありうる｡ このカテゴリー
は以下の２つに分けられている｡
国有独資公司 (state sole funded corporation)
その他の有限責任公司
 股有限公司 (share-holding corporation) は標準的な株式会社であるが, の一
部にもこれがある｡
 ｢私営企業｣ (private enterprise) は以下の４つに分けられている｡
私営独資企業 (private-funded enteprise)
私営合企業 (private partnership enterprise)
私営有限責任公司 (private limited liability corporation)
私営股有限公司 (private share-holding corporation)
国家工商総局 (2009) によると, 2008年において登記されている私営企業の数は657万
(うち工業は203万) である｡ これらはいずれも, 個人企業から成長したものか国営企業が
民営化したものである｡
ここで気がつくのは, とに独立カテゴリーとして有限責任公司, 股有限公司がす
でにあるにもかかわらず, それらに ｢私営｣ を冠して７番目のカテゴリーの一部としてい
ることである｡ 独立カテゴリーとしてが設けられている意味は, この中に分類される企
業あるいは公司は100％他の私営企業あるいは個人によって所有されているということで
あろう｡ つまり, ｢私営企業｣ を狭く定義していることになる｡ しかし, 前節では国有企
業を狭く定義することは不適切と指摘したが, ｢私営企業｣ のみを民営企業としてとらえ
ることも不適切である｡ との中にも ｢私営企業｣ に近いものは存在しよう｡ また,
｢集体企業｣ の中にもきわめて民営あるいは私営に近いものが少なくないと言われている｡
とくに郷鎮企業についてはその印象が強い｡
なお, において, ｢私営独資企業｣ はわかりやすいが, ｢私営合企業｣ は英文のパー
― ―6
トナーシップによって理解できる｡ ｢合｣ (フーフォ) とは ｢共同｣ という意味である｡
３. 国有企業に関する国の政策
｢私営企業｣ あるいはそれに近いものの行動は想像がつく｡ それは他の市場経済の国の






ここでは ｢国有企業｣ を広義に解釈するとして, これまで中央政府がどんな政策をとっ
てきたかを週刊新聞である21世紀経済報道 (2011) の記事に依りながらまとめてみよう｡
1979年12月に共産党中央委員会が ｢改革と開放｣ の政策を決定した時点では, ほとんど
の企業は国有だったわけであり, 当初の政策は国有という形態のままで企業の自主権を拡
大するものであった｡ しかし, 国有という形態を変えることなく自主権を拡大することに





いたにもかかわらず, 1980年代においては計画経済がまだ主流であった｡ したがって, 国
有企業の改革は着手されなかった｡ Wu, Sui and Zheng (2010) によると, 1984年に共
産党中央委員会は ｢計画商品経済｣ の導入を決定しているが, これは商品経済あるいは市
場経済を認めるものの, 基本は依然として計画経済, 社会主義経済にあるということを意
味していた｡ 国有企業の改革は1990年代に入ってから行われることになった｡
中国が正式に ｢社会主義的市場経済｣ という表現を採用したのは, 1992年の共産党大会
においてであり, この年から広い範囲にわたる改革が実施され始めた｡ 1993年には ｢公司
法｣ が制定されており, 国有 (公有) 以外の形態の会社も設立できるようになった｡ (2006
年１月にはその改正法が施行されて, 監査役会の役割が強化された｡) Wu, Sui and
Zheng によると, 企業は公的に所有されるべきだ, その方が私企業より優れているとい
う社会主義的な思想が修正されたのは1997年の全国人民代表大会においてである｡ この大
会において, それまでの ｢いかなる地域, いかなる産業においても公的所有が支配的たる
べきである｣ という思想に代わって ｢地域ごと, 産業ごとに企業の所有形態は多様であっ




あることを承認した｡ こうして, このあと数年の間, 多くの小規模な国有企業は民営化さ




見られる｡ もっとも目立つのは, 2003年に国務院から ｢国家資産管理条例｣ が発出され,
国の機関として ｢国家資産監督管理委員会｣ (国資委) が設立されたことである｡ (それま
で国有企業の監督管理は各省が行っていた｡) 地方政府に管理が任されている国有企業を
除き, 2010年時点で中央政府が管理する国有企業の数は約２万と推定されるが, これらは




企｣ と呼ばれることもある｡ 徐伝湛および季政 (2010) によると, この狭い意味での中央
国有企業の数は, 国資委の成立の時点で196であったが, 2010年６月末の時点で125である｡
2009年には129の央企が存在したが, その資産総額は21兆元, 主業務からの売上げは13兆
元, 利潤は7,977億元となっている｡ China Daily (2010b) の記事によると, 国資委は122
の央企を株式制組織とした上でその多くを上場する (2011年の目標は40) 予定である｡ こ
の株式化は, 央企本体のみでなく, その子会社にも及ぶとされている｡ (央企は多くの子
会社をもつのがふつうである｡)｡ つまり, 央企に関してはようやく2011年に本格的な株式
化と上場が始まるということなのである｡
しかし, 中央政府としては, 国の経済の骨格となっているような央企は, 株式化すると
しても引き続き国が支配的な株式を所有していく姿勢を保っている｡
国有企業は現在も依然として中国経済の中で大きな存在である｡ 2010年末の時点で122
の央企のデータを見ると, 総資産額は24.3兆元, 2010年の純利益は8,490億元, 2010年に支
払った税は1.4兆元 (中央・地方の財政収入の６分の１) となっている (経済観察報







を発表している｡ この指針によると, 国有企業が ‶絶対的な支配力" をもつべき分野は７
産業 (兵器, 電力電網, 石油石化, 電信, 石炭, 民間航空, 海運) であり, ‶比較的強い
支配力" をもつべき分野は９産業 (設備製造, 自動車, 電子情報, 建築, 鉄鋼, 非鉄金属,









設備製造, 自動車, 電子・情報, 建築,











と, 独占的地位が黙認されていること, 民営企業の健全な発展を妨げていることなど, 国
有企業の存続によっておこっている問題は小さくない｡
４. 外資企業に対する政策
表１の ｢外資企業｣ を見ると, その内訳として４つのタイプがあることがわかる｡ ｢中
外合弁企業｣ はその名のとおり, 中国企業と外国企業が出資して設立する企業である｡
｢中外合作企業｣ は資本関係はないが, 中国企業と外国企業が契約にもとづいて提携して
いる企業である｡ 英文では cooperation enterprise である｡ ｢外資 (独資) 企業｣ は ｢中
国統計年鑑｣ においてはたんに ｢外資企業｣ と表記されているが, わかりやすくするため
(独資) という表現を挿入した｡ 英文では enterprise with sole funds となっている｡ ｢外
資股有限公司｣ は英文ではたんに share-holding corporation となっている｡ このタイ
プが分けられているということは, 中外合弁企業と外資 (独資) 企業は有限責任公司だと




年当時, 中国企業の技術力は弱かったので, 外資企業の力を借りて中国企業の技術力, 経
営力を引き上げようとしたのである｡ ただし, これまでの政策は手放しの歓迎ではない｡






限され, また董事長 (代表取締役) は中国人とするという条件があった｡ さらに, 現在ま
で続く政策スタンスとして, 中国側企業への技術移転を進めるという条件もあった｡
経済特区に進出する外国企業に対しては規制はよりゆるやかであった｡ 独資の進出が認
められたほか, 企業所得税の減免, 一部の地方税の免除, 輸入する設備や部品に対する関
税の免除などの優遇措置がとられた｡ このメリットは大きいと言える｡ このころの企業所
得税は33％であった (現在は25％) が, 経済特区では15％とされた｡ 1984年には, 大連,
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天津, 温州, 福州など14の港をもつ市が経済開放区として指定されたので, 外資が進出で
きる地域は大幅に増えた｡ 経済開放区における企業所得税の税率は24％とされた｡ 15％の
優遇税率は, その後, 経済特区のみでなく, 国家級経済技術開発区の企業, 上海浦東の生











なかったのであろう｡ そこで中国政府は1986年に ｢外資企業法｣ (この外資企業は独資の







2000年代に入ると, 中国への直接投資は急増し始めた｡ その理由は, 中国政府が世界貿
易機関 (WTO) への加入を急ぎ, 外資企業の活動をより自由にすることを約束したこと
にあると言えよう｡ 中国の実際の加盟は2001年12月であったが, それ以前に中国と米国は
きびしい二国間協議を行っている (合意は1999年11月)｡ この結果, 中国は中国における
外資企業の活動環境を大幅に改善することとなり, 2000年10月から, 中外合資経営企業法,
外資企業法, 中外合作経営企業法とその実施条例を改正して, 外資企業の負担を軽減した｡
その内容は, 外資バランスの要求 (輸出入の均等の要求), 政府への生産計画報告義務の








しかし, 中国企業が技術力, 経営力を高めてきた結果, 2005年ごろから外資系の優遇政
策を縮小, 廃止する動きが出てきている｡ 中国政府の中には, かりに外資系の優遇をやめ
ても外資は巨大な中国の市場を求めて進出し続けるだろうという自信が見られるようになっ
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・2008年８月 外資系企業による中国企業買収の規制を強化する ｢独占禁止法｣ が施行
された｡
・2009年11月 政府調達で自国製品を優遇する ｢国家自主開発製品認定制度｣ が導入さ
れた｡
・2010年12月 外資系企業に免除していた都市維持建設税と教育費付加制度について,
免除を取り止めることとした｡ この税は企業が増値税 (中国版の付加価値税) を納め
るときに同時に納めるもので, 大都市で７％, 中都市で５％, 小都市で１％である｡
課税標準は, 増値税, 消費税 (一部のぜいたく品にかかる), 営業税 (サービスの提













中国では2009年に1,364万台の自動車 (すべてのタイプ) が販売され (そのうち個人所有
の乗用車は458万台), 伸び率は48.3％であり, 米国を抜いて世界一となった｡ 2010年にも
この販売台数は32％の増加を記録し, 1,806万台となっている｡ この販売台数の３割は商
用車である｡ また, 輸出は生産の２％程度で小さい｡ このように規模が大きく伸び率も高
い市場においては, かなりの数の自動車メーカーが活動しうるであろう｡ しかし, China







合弁企業を奨励した｡ この流れの中で, 先行者の利益を取ろうとしたのは, 1980年代に進
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出したドイツのフォルクスワーゲンと米国のクライスラーであった｡ 前者は長春の第一汽
車と, 後者は北京の北京汽車と合弁企業を立ち上げている｡ 金堅敏 (2005) によると, 合
弁企業の形で進出したのは, 1990年代には本田技研, スズキ, プジョー・シトロエン,
GMであり, 2000年代にはトヨタ, 日産, フォード, 現代自動車である｡
東和男 (2011) によると, 中国における主要10社の2009年の乗用車販売台数 (ミニバン
を除く) は表４のようになっている｡ この表で注目すべきなのは, 強烈な伸び率もさるこ
とながら, 奇瑞, 比亜迪, 吉利を除く７社がすべて合弁企業であることである｡ また, 合
弁の中国側企業はすべて国有企業である｡ 上海大衆の ｢大衆｣ はフォルクスワーゲンであ
り, 上海通用の ｢通用｣ は GM (GMの出資比率は49％) である｡ 一汽大衆の ｢一汽｣ は
中国第一汽車である｡ これらの合弁企業は有限責任公司の形態を採用している｡ 中国側の
親会社の多くは股有限公司で国有企業であるが, 合弁企業はそうではない｡ 奇瑞汽車
(安徽省) は安徽省と同省蕉湖市が設立した集体企業であり, 吉利 (浙江省) は民営の股
企業である｡ なお, 本体である国有企業は多くの子会社をもつのがふつうである｡ 最大
手の上汽集団は持株会社であるが, 子会社として上海汽車をもつ｡ 上海汽車は合弁企業の
ほか, 上海乗用車, 上海申沃, 上海氾衆, 新南汽などの子会社をもっている (中国経営報
(2010))｡
これまでのところ, 外資企業には殆どの場合, 中国企業との合弁が要求されている｡
BMWとダイムラー (ベンツ) のような少量生産企業も合弁企業で生産している｡ また,
本田技研は合弁として東風本田汽車 (武漢市) と広汽本田汽車 (広州市) を運営している





















規模なメーカーもある｡ また, 合弁の中国側である中国第一汽車や上海汽車は, 合弁によ
る生産とは別に, 小規模の自動車生産を行っている｡ このような生産シェアを見ると, 中
国系メーカーが力を蓄えてきたことがわかる｡ 合弁の形をとらなくとも, 合弁企業から人
材を導入できるし, 自身の研究開発支出を増やすこともできる｡
合弁企業においては, 外資側企業のブランド, 技術, 生産管理が利用されてきた｡ 生産
されるのは外資側企業の車種であるが, 中国市場に合わせて多少の修正が行われる｡ 生産
管理においては ｢トヨタ生産方式｣ がよく知られているが, 一汽豊田 (天津市) において
も当然実行されている｡ 他の合弁企業においても同じようなことが行われているであろう｡








課題である｡ 折りしも, 自動車のコア技術はエンジンから燃料電池, 電気に大きくシフト
し始めている｡ エンジン技術では先進メーカーとの格差をなかなか縮められない中国系企
業が電気自動車の開発に熱心なのは, この分野なら日米欧のメーカーを逆転できるとの意















｢改革と開放｣ が決まった時点 (1979年) では中国企業の家電製品の生産はわずかなも
のであった｡ しかし, その後の30年において生産は飛躍的に増えた｡ 表４は Brandt,





たが, 1990年代には中国企業の生産が増加し, 多くは撤退がおこった｡ しかし, 2000年代
になると, 中国市場の将来性を見込んで中国での生産に再び注力する外資も出てきた｡
中国の家電メーカーは殆どが国営企業である｡ トップ企業はTCL であり, その形態は
股有限公司である (TCL は The Creative Life の頭文字をつなげたものである)｡ 製品
ごとに上位メーカーは異なっている｡ つまり, 日本のような総合電機メーカーは存在しな
い｡ カラーテレビを例にとると, 近年は TCL, 康佳 (Konka), 海爾 (ハイアール), 長
紅の４社が上位を占めている｡ ハイアールと長紅も股有限公司である｡ 康佳のみは香港























年 カラーテレビ 冷蔵庫 洗濯機 エアコン
1978 0.004 0.03 0.0004 0.0002
1985 4.35 1.45 8.87 0.12
1990 10.33 4.63 6.63 0.24
1995 20.58 9.18 9.48 6.82
2000 39.36 12.79 14.43 18.27
2005 82.83 29.87 30.36 67.63
(出所) Brandt, Rawski and Sutton (2008)
(注) 当然であるが, 外資系企業による生産も含んでいる｡
プ, 韓国のサムスン電子が生産技術をもっている｡ シャープは, 中国電子信息産業との合
弁で, 2011年春から液晶パネルの生産を始めると報道されている｡ 半導体は日本の東芝,
ソニー, パナソニック, 韓国のサムスン電子, 米国のインテルが生産技術をもっており,
また受託生産企業としては台湾の台湾積体電路製造 (TSMC) や米国のグローバルファウ
ンドリーズが生産技術をもっている｡ 中国の半導体メーカーとしては中芯国際集成電路製
造 (SMIC, 2000年設立) がある｡ ようやく近年になって, 中国もこれらの中核部品の製
造を本格化しつつある｡ しかし, 世界の先進メーカーと競争できるのかどうかはっきりし





















このため, 現代化, 自動化, 大型化において, 中国企業と世界の先進メーカーとの間には
大きな格差があるという｡
近年における粗鋼生産量の大きさによる上位企業は, 宝鋼, 河鋼, 武鋼, 鞍鋼となって
いるが, 首鋼, 沙鋼も有力である｡ これらはすべて有限責任公司の形をとっているが, 国
有企業である｡ 最大手の宝鋼は略称であり, 正式には ｢上海宝山鋼鉄｣ という名称をもつ
































しかし, 21世紀に入ると中国工業の課題は変化した｡ それは一口で言えば ｢量から質へ｣
の転換の必要が強まったということである｡ もちろん, 中国経済には引き続き巨大な需要
があり, その伸びも大きいので, 十分な供給量を確保する必要性は依然として存在する｡
しかし, 中国国民の所得水準の上昇にともなって, 高品質, 高技術の製品への需要が伸び
るようになった｡
中国企業に新たに求められるようになったのは, たんなる高技術と研究開発による新製





実現している (たとえ合弁の中国側が国有企業であったとしても)｡ しかし, 外資依存が
恒常化しつつあるという問題がある｡ 鉄鋼業のように国有企業が支配的なポジションを占
めている場合には, 技術と経営の高度化へのインセンティブが弱い｡ 国有企業は政府から
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依然として大きく, まだ市場経済とは言えない｡ 民営企業への指導を含め, 政府による企
業活動のコントロールは依然として強い｡
産業の発展は, 全体としてはまだ十分でない｡ 低賃金に依存する安価な製品の大量生産
を長く続けてきたため, 国民の所得・生活水準に見合うような新製品の開発力が弱い｡ と
くに, 食料品や日用品のような消費財をつくる産業の発展が進んでいない｡
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